
 

皆さま、おはようございます。頭取の米本でございます。早速ですが、私より資料に沿いましてご

説明させていただきます。 
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初めに、業績の概要でございます。資金利益は貸出金末残が前年同期比プラス 4.1%、国内業務部

門貸出金利回りが前年同期比プラス 0.04%と、16 年ぶりに反転した結果、前期比 86 億円増加、役

務取引等利益が 18 億円増加し、上期として 5 期連続過去最高となりました。 

また、株式等関係損益は 85 億円の売却益を計上いたしました。与信関係費用は新規発生・一般貸

倒引当金の増加によりまして、前期比 64 億円の増加となり、単体の当期純利益は 33 億円増加の

398 億円、連結の当期純利益は 29 億円増加の 377 億円となり、単体・連結いずれも過去最高とな

りました。 
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資金利益でございますが、政策金利変更に伴う金利上昇を取り込み、全体で 86 億円増加いたしま

した。国内部門は、預貸金利息が 24 億円増加、有価証券利息配当金が 19 億円、その他に含まれ

ております日銀預け金利息が 29 億円増加するなど、69 億円の増加となりました。  
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役務取引等利益は 18 億円増加の 167 億円と、5 期連続で過去最高を更新いたしました。預かり資

産関連は投信手数料が増加しましたが、保険手数料の減少で 5 億円の減少、法人ソリューション関

連が 15 億円増加の 90 億円と過去最高を更新いたしました。  
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経費は、賃上げによる人件費増加や戦略的投資による物件費増加によりまして 24 億円の増加とな

りましたが、OHR はトップライン向上により、連結で 2.3 ポイント減少しております。経費コン

トロールについては後ほどご説明させていただきます。  
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与信関係費用は 56 億円の計上となりました。不良債権比率は 0.94%と、引き続き高い資産健全性

を維持しております。与信関係費用につきましても、詳細を後ほど詳しくご説明いたします。  
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上期の進捗、環境変化を踏まえまして、今期の業績計画を上方修正いたしました。期初計画比で、

資金利益は国内預貸金利息を中心に 79 億円の増加、役務取引等利益につきましても 5 億円の増加

と、トップラインの業務粗利益は 68 億円増加の 1,898 億円を見込んでおります。株式等関係損益

は 50 億円の増加、与信費用は 60 億円増加の計画としております。 

これらの結果、連結の当期純利益は計画比 20 億円増加の 700 億円を計画しております。なお、こ

の計画値には政策金利引き上げは織り込んでおりません。 
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本日のポイントといたしまして、与信関係費用そして企業価値向上、金利上昇シミュレーション、

DX と AI 活用についてご説明させていただきます。 

まず、与信関係費用についてです。左上にストレステストによる予測、新規発生の実績および計画

について時系列で記載しております。①に記載しておりますが、2024 年度上期の新規発生額は、

期初のストレステスト予測の範囲内であり、ストレステストとして引き続き機能していると考えて

おります。 

②の下期の新規発生計画につきましては、上期のストレステスト予測 65 億円に対しまして、新規

発生額 54 億円を差し引いた部分の 11 億円が繰り越された点、また、一部突発的な新規発生が発

生した状況なども踏まえまして、合計で 16 億円を従来の計画 60 億円から積み増し、76 億円とい

たしました。 

右上の円グラフにありますとおり、業種別に見ますと特定の業種に大きく偏っている兆候はなく、

不動産賃貸業についても貸出金に占める割合 34%に対し、わずか 4%の発生となっております。 

右上のグラフのとおり、5 億円以上の新規発生が 4 件あり、1 件当たりの新規発生額は前年同期比

で増加いたしました。コロナ要因先からの新規発生は減少しております。なお、足許、11 月中旬

までの新規発生額は前年比で減少しております。 

また、下に記載いたしました一般貸倒引当金の増加要因でございますが、当行の一般貸倒引当金の

算出における引当率の算定期間は 3 年であり、足許の状況を感応度高く反映させる基準となってお
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ります。10 年以上で算定する銀行も多いと認識しており、仮に当行についても 10 年の基準で算定

した場合、一般貸倒引当金の前年同期比での増加額は約 20 億円抑制される計算になります。 

また、DCF 法適用先の金額のバーが 5 億円と低く、きめ細かくキャッシュフローによる評価を行

っていることも影響していると考えております。  
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与信管理の高度化についてご説明いたします。上期にストレステストで見込んでいなかった先か

ら、2 件新規発生が生じたことから、AI スコア、AI 格付、倒産予測値などを活用し、ソリューシ

ョン検討ミーティングの抽出基準を拡大いたしました。ストレステストで見込んでいなかった新規

発生についても、これらの事前検知が有効であったことがバックテストにより検証できておりま

す。 

下に記載しましたとおり、当行の入出金データ、法人ポータルを活用した他行の入出金データ、長

期的な決算データや帝国データバンクの倒産予測値など、多面的にデータを活用することで実態把

握、予兆把握の強化を行っております。 

こうした取り組みにより、今後、新陳代謝の中で顕在化する可能性のある業況悪化先の兆候や、粉

飾決算先の検知を強化し、与信関係費用の抑制を一段と強化してまいります。 
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資本の活用についてご説明いたします。資本につきましては、バランスの取れた成長投資、還元強

化を進めることで、当行としての成長戦略、企業価値の向上を加速させてまいります。 

上期には、幕張のランドマークタワーであるワールドビジネスガーデンを裏付け資産とした不動産

私募ファンドへの投融資や、ひまわりグリーンエナジーによる再エネ発電設備の取得を行ったほ

か、AI 関連企業であるエッジテクノロジー社への TOB を実施し、10 月に子会社化いたしました。 

これらの案件につきましては、収益性への貢献も大いに期待される一方、今年度末の CET1 比率に

対しては、バーゼルⅢ最終化完全実施基準で 0.13%の減少となります。株主還元と合わせて 0.25%

の資本活用により、収益性の向上・ROE の向上につなげております。 
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中央に、来年 1 月、7 月に政策金利が引き上げられた場合の金利シミュレーションを記載しており

ます。仮に金利が 2024 年 9 月時点の金利で横ばいだったケースに対しまして、利上げ時は 165 億

円の資金利益増加効果、税金を考慮した約 115 億円のボトム増加効果がございます。 

右下の図でお示ししておりますが、このシミュレーションには今後のボリューム増加効果は含めて

おりません。ボリューム効果を含めますと、ボトムの合計で中計比 150 億円を超える程度の増加

効果となり、900 億円を超えてくる目線となると考えております。 
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2031 年 3 月期の連結当期純利益 1,000 億円、ROE8%に向け、戦略的に取り組みを進めてまいりま

す。先ほどの金利上昇シナリオにボリューム効果を加味しますと、2026 年 3 月期は ROE8%台、

東証基準で 7%超の水準となります。 

足許の PER は 12 倍から 13 倍程度となっておりますので、IR などにより戦略のご説明をしっかり

行い、PER を高めることができれば、PBR1 倍に到達する可能性もあると考えております。 

  



 
 

 

13 

 

 

資本運営についてご説明いたします。中間決算発表に合わせて 100 億円の自己株式取得を決議、

公表いたしました。この結果、総還元性向は 50.8%となる見込みです。 

配当については、期初 4 円増配を発表し、足許で配当利回りは約 3%となっておりますが、引き続

き業績の進捗状況を見ていく中で、さらなる増配についても検討してまいります。 

レンジ上限は 0.38%、資本換算で約 300 億円超過しており、先ほどご説明したように成長投資を

加速させてまいります。 
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成長投資として、9 月に AI 関連企業であるエッジテクノロジーに TOB を行い、10 月 30 日に子会

社化いたしました。現在は、12 月の上場廃止および完全子会社化の手続きに移行していく段階で

あり、PMI を三つの分科会および統括プロジェクトチームで推進しております。 

同社との協業・シナジーにより、一つ目として、お客さまとのデジタル接点・サービスの AI 活用

による高度化、二つ目として、当行グループの業務活動の AI 化、三つ目として、お客さまの業務

の AI 活用による高度化、四つ目として、当行グループ・自治体を含むお客さまへの AI 教育を進め

てまいります。 

なお、DD におけるベースケースでは、同社単体で 3 年後の売上 100 億円、営業利益 10 億円を計

画しており、またグループとしての 5 年累計シナジー30 億円を目指し協業を深めてまいります。 
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お客さまに便利で役に立つ魅力ある商品・サービス、顧客体験を提供し続けていきたいと考えてお

り、そうした変革の手段が DX と考えております。 

この DX による顧客体験の変革について、現在の進展をご説明いたします。中央上のとおり、アプ

リが稼働顧客の 37%まで浸透した結果、トランザクションはアプリに大きく移行しており、概ね 3

割から 4 割のトランザクションがアプリ経由となっております。 

左下に記載しましたとおり、アプリの浸透が進む中で、仕向振込の件数は増加し、手数料は 4 年前

と比べて 32%増加いたしました。 

前年度上期と比べると、為替手数料全体は約 2 億円増加しておりますが、うち 7,000 万円はアプリ

の振込手数料による増加です。アプリでのトランザクションの増加は、単位当たりのコストを下げ

ることにつながり、生産性を高めることにつながってまいります。 

また、10 月のマネーレポート機能追加、ちばぎん商店の ID 連携、VISA デビットの連携などによ

り、今後も金融・非金融サービスの提供メニューを増やしながら、TSUBASA ポイントの利用など

によりまして、地域エコシステムを進めていきたいと考えております。 
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銀行の中の DX を進め、サービスの DX を進め、地域の DX に貢献し、地域の生産性を向上させて

いくことがわれわれのゴールだと考えております。現在、千葉県民の約 6 割に当行口座を保有いた

だいており、稼働口座ベースで見ても約 42%に当行口座を利用していただいております。 

利便性の高い金融・非金融サービスを提供し、顧客体験を変え、デジタル顧客の比率・デジタルで

のトランザクションの比率を高めていくことが地域の生産性向上につながると考えております。 

加えて、事業者や自治体に対しては、DX・AI コンサルなどを行っていくことで、事業者サイドの

生産性についても、より一層向上させていきたいと考えております。 

こうした「地域丸ごと DX」の取組みを加速させていくため、成長投資を進めながら、さらなるト

ランスフォーメーションを実現してまいります。 
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政策保有株式は、これまでも取引先等との十分な対話を経た上で、縮減を進めることを基本方針と

してきましたが、今回、具体的な削減方針を定め、次期中計期間終了時の 2029 年 3 月末までに、

株価上昇による時価変動にも注視しつつ、連結純資産に占める割合 15%未満を目指すということ

を明確化いたしました。 

議決権行使につきましては、原則として保有先全ての議案に対して議決権行使を行い、政策保有株

式につきましては、当行ならびに政策保有先の企業価値の向上の視点に立ち、議案の賛否を判断し

てまいります。 
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純投資につきましても、次期中計期間終了時の 2029 年 3 月末までに売却を進め、2024 年 3 月末

比で保有残高、銘柄数を半減させる方針を定め、政策保有株式と合わせて削減を加速させてまいり

ます。 

議決権行使につきましては、原則として保有先全ての議案に対して議決権行使を行い、当行の経済

的利益の極大化の視点に立ち、議案の賛否を判断してまいります。純投資株式は、経済的利益を重

視して保有している株式であり、右下に記載しておりますとおり、時価ベースの TSR、時価ベー

スの配当利回りは、前ページの政策保有株式よりも高い水準となっており、利益計画も勘案しなが

ら売却を進めてまいりたいと考えております。 
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今中期経営計画の折り返しとなりましたが、今後も目指す方向に変更はございません。パーパス、

ビジョンを軸とした経営を徹底してまいります。  
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ここからは、当行の強みに沿って、足許の状況をご説明いたします。 

まずは営業基盤についてです。左上のグラフに記載のとおり、国内部門の貸出金利回りは 16 期ぶ

りに反転いたしました。右下に記載した一般事業者向け貸出の実行額はコロナ前を上回っており、

設備資金の実行額は千葉県内の設備需要も反映し、前年同期比プラス 23.1%と、強い状況で貸出金

の増加に寄与しております。  
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貸出金末残は前年比で 5,200 億円、4.1%の増加と堅調です。中小企業向け、大企業・中堅企業向

けともに事業者向け貸出が順調に増加したほか、住宅ローン、その他消費者ローンも増勢を維持し

ております。 

右下のグラフの預金に関しましても順調に増加しており、全体で 4,000 億円、2.6%の増加、うち

56%は個人預金の増加によるものです。  
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足許の金利上昇の取り込みについてです。2024 年 9 月のプライムレート引き上げにより、事業性

のプライム連動貸出が着実に追随しております。 

来年 1 月より、貸出ポートフォリオの 3 割を占める住宅ローン変動金利貸出が大きく増加する見込

みであり、これにより貸出金ポートフォリオ全体の金利が上昇することになります。  
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左上のとおり、OHR については他行比低位でコスト効率の高い運営を行えていると考えておりま

す。また、中計における経費削減目標 30 億円につきましては、今年度までに 22 億円と、最終年

度には上振れて着地できる見込みでございます。 

不良債権比率につきましては、2024 年 9 月末時点においても 0.94%と低位な水準にあり、資産の

健全性を維持していると考えております。こうした財務体質を背景に、自己資本比率につきまして

も、2024 年 9 月の B/S ベースでのバーゼルⅢ最終化完全実施・有価証券評価差額金除きの CET1

比率は 11.88%であり、50%を超える総還元を行っている中でも十分な水準を維持することができ

ております。 
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足許の経費の状況についてご説明いたします。物件費につきましては、成長に必要な人的資本投資

やトップライン向上に向けた支出を 6 億円増加させた一方で、追加的なコスト抑制策により増加を

抑制しています。 

人件費につきましても、マクロ環境を踏まえ一定の賃上げが必要な局面ではありますが、当行グル

ープの生産性を向上させるという観点で、記載のとおり戦略的な配分を徹底しております。 

左下の折れ線グラフにありますとおり、1 人当たりの業務純益は着実に増加しており、今後もさら

に増加させてまいりたいと考えております。 
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TSUBASA アライアンスは、基幹系システムを皮切りに幅広い分野での連携により、トップライン

向上、経費抑制効果を発揮しております。当行が開発したアプリは 8 行が導入予定、その他にもペ

ーパーレス基盤などのサブシステムについても連携を強化しております。  
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千葉・武蔵野アライアンスはフェーズ 2 に入っても順調に進捗しており、提携効果の目標に対して

順調に実績を積み上げております。 

千葉・横浜パートナーシップでは、新 5 か年計画により、法人部門だけではない幅広い分野におい

て、両行だからこそできるお客さまのための価値創造を進め、首都圏でのプレゼンス向上を図って

まいります。  



 
 

 

27 

 

 

TSUBASA・じゅうだん会は、4 月に共同研究会をキックオフしております。システム、業務効率

化、サイバーセキュリティの三つの領域において、タスクフォースを設置し、共同研究を進めてお

ります。ソニー銀行との提携は各種部会を立ち上げて、現場レベルでの議論を続けております。 

7 月には、ソニーグループのコンテンツを活用した顧客エンゲージメント向上策として、両行の住

宅ローンホルダー向けに CHEMISTRY の音楽ライブを共催いたしました。  
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個人ビジネスでは、アプリ、Web、ホームページ、メールなどのデジタル接点を通じて得られるあ

らゆるデータを統合し、活用する分析・マーケティング基盤の構築を進めております。 

データ活用を更に高度化させることにより、対面・非対面双方において「気になっていたら、ちょ

うどちばぎんから○○がきた」と感じてもらえるような、顧客体験のさらなる変革を進めてまいり

たいと考えております。 

また、10 月にはシンガポールのマネーソーが提供するパーソナライズ・レコメンデーションサー

ビスを導入し、アプリをタッチポイントにエンゲージメント向上を図ってまいります。 
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右上のとおり、顧客数は 2023 年 3 月末比で約 7 万人増加、うちデジタル顧客は 134 万人・33%と

なりました。右下のとおり、この間、個人部門の業務粗利益は 379 億円から 404 億円へと 25 億円

増加いたしました。デジタル顧客を増やすとともに、データ活用によりお客さまの解像度を高め、

商品・サービスの利用を促進することで、1 人当たりの業務粗利益の増加を目指してまいります。  
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キャッシュレスにつきましては、左のグラフで示したとおり、グループ全体のカード会員数、加盟

店数、取扱高が引き続き増加しております。中計最終年度でのグループ取扱高 1 兆円に向けて推進

してまいります。また、キャッシュレスプラットフォームとして、アライアンス行への拡大を進め

ております。  
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続きまして、新規事業についてご説明します。金融領域・非金融領域の両面について事業領域を拡

大し、地域の社会的課題に対するソリューションを高度化しております。 

右側に主な取り組みを記載しております。ちばぎん商店については、EC サイト・クラウドファン

ディング事業を中心に前年度に黒字化しており、現在、住宅コンシェルジュサービスを試行してお

ります。 

銀行が保有するさまざまなデータをもとに、住宅ローン購入ニーズの高いお客さまへのアプローチ

を行い、購入検討段階において住宅購入のアドバイスを行う商流の川上に立ったサービスとなって

おり、提案の上、不動産会社へ送客し、実際に家を購入する成約事例が出てきております。来年度

のサービス本格展開に向けて態勢を整備しております。 

広告事業につきましては、広告媒体事業は昨年 10 月にスタートさせており、店頭、ATM、アプリ

のほか、千葉駅前のイノベーションラウンジや日本橋・コレド室町のサイネージに取引先の広告を

流すなど、上期の業務粗利益は 1.1 億円となりました。 

また、9 月には本格的なハンズオン支援の強化に向け、バイアウトファンドである、ちばエンゲー

ジメントファンド 1 号を設立いたしました。 
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人材育成方針を中心にキャリアステップ支援、働きがい、多様性のある組織、グループ一体運用、

人材ポートフォリオの５つについて、各種施策を進めております。 

各種 KPI は記載のとおり進捗しており、右下にありますとおり、1 人当たりの生産性を向上させて

まいります。  
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左に記載しましたとおり、マクロ環境としては人手不足が進んでいる状況でありますが、新卒の採

用競争力は引き続き高まっているほか、キャリア採用についてもさまざまな業種の専門人材を採用

しております。人的資本投資の結果、エンゲージメントスコアについてもしっかりと上昇しており

ます。  
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2031 年のカーボンニュートラル達成に向けて、当行はサステナブルファイナンスの取り組みを一

段と強化しております。再エネ関連融資、プロジェクトファイナンスによる年間発電量は、千葉県

内の案件で、県内 280 万世帯の約 20%に相当し、ひまわりグリーンエナジーを通じて取得した発

電事業についても強化し、さらなる再エネ設備への投資を進め、「地域丸ごと GX」として、地域

の電力を供給する貢献もしてまいりたいと考えております。  
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右側、地方創生では、アクアラインマラソンのクラウドファンディングプロジェクトにおいて、デ

ジタル完走証明書を NFT として発行いたしました。NFT につきましては新しい価値の提供手段と

して今後活用を広げていくことを構想しております。  
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ガバナンスの強化・取締役会の多様化といたしましては、4 月に取締役会議長を社外取締役に変更

したほか、当行初の女性代表取締役を選任いたしました。また、6 月には取締役の任期を 1 年に短

縮、社外取締役比率引き上げ、業績連動型 RS の導入を行いました。  
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業務改善計画の進捗についてです。パーパス・ビジョンを経営の軸、役職員一人ひとりの判断の軸

とし、お客さまをはじめ、関係する皆さまからの信頼回復に努めてまいります。  
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左側に記載しましたとおり、金融商品販売につきましては、非対面での販売が 55%に増え、活動

量が増加し、ポートフォリオ提案ツール「おかねのバスケット」による提案で顧客単価が増加する

など、ビジネスの在り方が大きく変わってきました。 

また、下期より営業店の業績評価基準を見直したことに加えまして、各営業店の業績目標について

は自主目標といたしました。また、法人顧客へのコンサルティング機能の強化に向けては「顧客貢

献情報ミーティング」の実施など、対応を進めております。 

その下に記載しているとおり、外部の声である NPS、内部の声であるエンゲージメントサーベ

イ・コンプライアンスアンケートについてスコアが向上しており、実効性のある取り組みになって

いることを認識しております。引き続き、内部・外部の声を収集しながら改善施策を進めてまいり

たいと考えております。 

私からの説明は以上でございます。 

 


